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平成２７年５月１日から 

「特定求職者雇用開発助成金」の支給要件が変わりました！ 
 

助成額の変更（中小企業事業主） 平成 27 年 5 月 1 日以降、対象者を雇入れる場合 
リーマンショック後の雇用情勢の悪化によって、引き上げていた中小企業事業主に対する助成額

を当初の額に戻します。また、障害者については、助成対象期間を延長します。 
 
◆特定就職困難者雇用開発助成金 

対象労働者 
現行 平成27年 5月1日の雇入れから

支給総額 助成対象期間 支給総額 助成対象期間

短時間

労働者

以外 

高年齢者（60 歳以上

65 歳未満）、母子 
家庭の母等 

90(50)万円 1 年(1 年) 60(50)万円 1 年(1 年) 

身体・知的障害者 135(50)万円 
1 年 6 か月 

(1 年) 
120(50)万円 2 年(1 年) 

重度障害者等（重度

障害者、45 歳以上の

障害者、精神障害者） 
240(100)万円

2 年 
(1 年 6 か月)

240（100）万円 
3 年 

(1 年 6 か月)

短時間

労働者 

高齢者（60 歳以上

65 歳未満）、母子 
家庭の母等 

60(30 万円) 1 年(1 年) 40(30)万円 1 年（1 年） 

障害者 90(30)万円 
1 年 6 か月 
（1 年） 

80(30)万円 2 年(1 年) 

 
◆高年齢者雇用開発特別奨励金・被災者雇用開発助成金 

対象労働者 
現行 平成 27 年 5 月 1 日の雇入れから 

支給総額 助成対象期間 支給総額 助成対象期間 

短時間労働者以外 90(50)万円 1 年(1 年) 60(50)万円 1 年(1 年) 

短時間労働者 60(30)万円 1 年(1 年) 40(30)万円 1 年(1 年) 

※（ ）内は中小企業以外の事業主に対する支給総額・助成対象期間です。 
※次の表のいずれかを満たす企業が「中小企業」に該当します。 

産業分類 資本または出資額 常時雇用する労働者数 

小売業（飲食店を含む） ５，０００万円以下 ５０人以下 

サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

その他の業種 ３億円以下 ３００人以下 

※短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が、２０時間以上３０時間未満の労働者を言います。 
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※高年齢者雇用開発特別奨励金とは、６５歳以上の離職者を、ハローワークまたは民間の職業紹

介事業者等の紹介により、１年以上継続して雇用することが確実な労働者として雇入れる事業

主に対しての助成金で、被災者雇用開発助成金とは、東日本大震災の被災地域における被災離

職者等を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、１年以上雇用されるこ

とが見込まれる労働者として雇入れる事業主に対しての助成金です。 
 
助成対象外となる基準の追加  平成２７年５月１日以降、対象者を雇入れる場合 
従来から、ハローワークなどの紹介以前に、事業所と対象労働者との間で雇用の予約がある場合

には助成対象外としていましたが、助成対象外の基準を追加します。 
〈新たに助成対象外となる基準〉 

①代表者などの３親等以内の親族の雇入れ 

雇入れた対象労働者が事業所の代表者または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以 

内の血族と姻族）である場合には助成対象外になります。 
②雇入れ前の３ヶ月を超える実習などの実施 

対象労働者を雇入れた事業所と同一事業所で、雇入れ日以前の３年間に、通算して３ヶ月を 

超える職業訓練や実習などを行った場合には助成対象外となります。 
また、対象労働者を雇入れた事業所の関連会社で、雇入れ日以前の１年間に、通算して３ヶ月

を超える職業訓練や実習などを行った場合にも助成対象外となります。 
 

支給額の算定方法  平成２７年５月１日以降、初回申請する場合 
実労働時間に応じた支給額の算定 

対象労働者の実労働時間が、雇用契約で定められた所定労働時間に満たない場合には、 
◆支給対象期６か月間の平均実労働時間※1が最低基準※2 以上の場合は、助成額満額を支給 
します。 

◆支給対象期６か月間の平均実労働時間が最低基準に満たない場合は、月ごとの平均実労働 
時間により助成額を月ごとに算定して支給します。 

※１ ６か月間に実際に働いた時間を１週間で平均したもの。有給休暇は労働時間に含みま 
す。 

 ※２ 対象労働者区分が「短時間労働者以外」の場合は２４時間（３０時間の８割） 
  「短時間労働者」の場合は１６時間（２０時間の８割） 

実労働時間が週平均２４時間（短時間は１６時間）未満となる月は、助成金額が減額又は不 
支給となります。 

 

前号でお知らせしましたマイナンバー制度についての当事務所主催セミナーですが、９月２８

日を予定しておりましたが、８月２６日とさせて頂き、次号にて詳細をご案内いたします。 

「マイナンバー制度について」（仮題）  

日時 平成２７年８月２６日（水） １３時３０分から１６時３０分 

場所 ＫＫＲ広島  広島市中区東白島町１９－６５ 

内容 「マイナンバー制度の留意点」「マイナンバー制度と社会保険・労働保険」「マイナンバー

制度と税法」 

 
※ 今号の詳細については、当事務所の担当者までお問い合わせください。 


